
大田原市告示第９５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により、証明書等

の交付手数料に係る徴収事務を下記のとおり委託したので、同条第２項及び大田原市財務

規則（昭和４０年規則第１１号）第３６条第２項の規定により告示する。 

 

  令和６年４月１日 

 

大田原市長 相 馬 憲 一 

 

記 

 

１ 委託の相手方 

  名 称 日本郵便株式会社関東支社 

所在地 さいたま市中央区新都心３番地１ 

   取扱郵便局  

   ⑴ 両郷郵便局 大田原市中野内６２９番地４ 

   ⑵ 黒羽須佐木郵便局 大田原市須佐木２８２番地４ 

 

２ 委託した公金事務 

  次の証明書等の交付手数料に係る徴収事務 

   ⑴ 戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）又は戸籍個人事項証明書（戸籍抄本） 

   ⑵ 除籍全部事項証明書（除籍謄本）又は除籍個人事項証明書（除籍抄本） 

   ⑶ 改製原戸籍（謄本・抄本） 

   ⑷ 住民票の写し 

   ⑸ 戸籍の附票（謄本・抄本）の写し 

   ⑹ 印鑑に関する証明 

   ⑺ 税に関する証明 


